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課題番号：1444

（１）実施機関名：
東京大学地震研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：
超巨大プレート境界地震による内陸域の応力変化及び応力集中メカニズムの解明

（３）最も関連の深い建議の項目：

5. 超巨大地震に関する当面実施すべき観測研究の推進

（1）超巨大地震とそれに起因する現象の解明のための観測研究

ウ．超巨大地震に誘発された内陸地震や火山活動等の解明

（４）その他関連する建議の項目：

2. 地震・火山現象解明のための観測研究の推進

（1）日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象

ウ．広域の地殻構造と地殻流体の分布

（2）地震・火山噴火に至る準備過程

（2-1）地震準備過程
ウ．ひずみ集中帯の成因と内陸地震発生の準備過程

（５）本課題の５か年の到達目標：
　東北地方太平洋沖地震発生後，日本列島内陸各地で地震活動が活性化あるいは静穏化するなど，地
震活動に変化が生じた．これは，超巨大地震によって，プレート境界域のみならず，日本列島内陸域
の応力状態が大きく変化したことを示すものである．長野県北部や茨城県北部で発生したM7クラス
の地震は，活発化した地震活動の顕著な例と言えよう．同様の現象は 1896年の三陸地震（M8.2)のほ
ぼ 2か月後に発生した陸羽地震（M7.2)でも見られており，このような超巨大地震の発生は，内陸大
地震発生の一つのメカニズムとして捉えるべきであろう．
　本課題は，東北太平洋沖地震によって生じた地震活動変化を解明するとともに，広域応力の変化が
個々の内陸震源断層周辺の応力場にどのように影響を与えるかを明らかにして，内陸大地震の発生機
構解明に貢献することを目指す．

（６）本課題の５か年計画の概要：
　本課題では，東北地方太平洋沖地震発生後の活発化した地震活動域において，地震観測を基軸とし
た総合観測を実施し，まず，超巨大地震によって引き起こされた内陸域の応力場の変化と地震活動変
化の実態を明らかにする．さらに，個別の内陸断層への応力集中のメカニズムを明らかにする．その
ために，以下の研究を行う．
1.内陸地震活動の応力変化応答の解明
　日本に展開された高密度高感度地震観測網の観測データを基軸とし，GPSデータ等の他の地球物理
データを活用しつつ，列島域における地震活動変化と応力場の時間変化を，東北地方太平洋沖地震発
生前から後まで追跡する．



2.超巨大プレート境界地震に伴う応力の内陸地震断層への集中メカニズムの解明
　応力集中のメカニズムとして，以下の 2つの要因を作業仮説として考える．

(1) 　地震時の破壊及び余効的滑りに起因する応力変化
(2) 　(1)にともなう内陸域の流体の影響
　これらのメカニズムの解明のため，地震活動が活発化している地域において，基盤的高感度地震観
測網を活用し，更に稠密な地震観測を実施する．すでに地震研究所は，長野県北部・新潟県南部，茨
城県北部・福島県東部，房総半島～茨城県において地震観測を実施している．これらの観測成果を踏
まえて，観測の継続/新規展開を進め，地震活動域における高精度震源・メカニズム解分布，3次元地
震波速度・減衰構造を求め，応力変化，流体分布，活断層との関連などを明らかにする．(1)について
は，このような地震観測と海域観測・GPS観測との連携が有効である．(2)については，稠密地震観測
と電磁気的観測との連携が効果的である．

（７）計画期間中（平成 21年度～25年度）の成果の概要：
１．東北地方太平洋沖地震発生以前の内陸域の応力場
　2011年東北地方太平洋沖地震に伴う内陸域の応力変化の有無をより詳しく明らかにするために，ま
ず，過去の臨時観測のデータを再解析し，より多くの地震を解析に使用することで，東北沖地震が発
生する前の応力場について再検討を行った．その結果，脊梁から背弧側では東西（あるいは西北西－
東南東）圧縮の応力場がみられる一方，前弧域では島弧方向に変化があり，北上山地と阿武隈山地で
はσ 1軸がプレート収束方向を向いていない傾向にある（図１－１左）．その原因としては，重力に
よりつくられる応力がこの地域で支配的である可能性があげられる．
　平成 25年度には，東北日本内陸部の応力場について，メカニズム解とは別の独立の情報を用いて抽
出する目的で，東北日本に稠密に展開された定常地震観測網，臨時地震観測網で観測された地震波形
記録を用いて，東北日本内陸域地殻内の S波偏向異方性構造の推定を行った．得られた S波偏向異方
性には，地殻内の応力場に対応し地殻の最大水平圧縮応力軸方向と平行であるものと，構造に対応し
断層の走向に平行であるものとが認められた（図１－１右）．
　一方，関東地方北部から東北地方の沿岸部を含む領域で行った S波偏向異方性の解析結果から，解
析領域の西側においては概ね東西方向，東側である阿武隈山地から三陸地域においては，南北方向の
偏向が観測された．粘弾性媒質を考慮した沈み込み帯における巨大地震発生サイクルの 2次元有限要
素モデリングから，島弧地殻全域で東西圧縮場となるのに対して，沿岸部の地殻浅部では東西伸長が
卓越する結果が得られ，S波偏向異方性の空間変化と調和的であることがわかった．
２．クーロンの破壊規準に基づく誘発地震メカニズム解の分析
　東北地方太平洋沖地震による内陸での誘発地震の発生メカニズムを理解するために，広域応力場と
本震による応力変化を考慮して，クーロンの破壊規準に基づく地震のメカニズム解の分析を行った．こ
の結果，誘発地震の発生には，間隙流体圧場の時間変化による断層強度の低下が重要な役割を果たし
ていることが明らかになった．また，平成 25年度には，御嶽山周辺域の群発地震のメカニズム解から，
地震メカニズムトモグラフィー法により間隙流体圧場を推定し，御嶽山東麓～南東麓の深さ 5-12kmの
ところに静水圧を 100-150 MPa程度上回る高圧間隙流体が存在することがわかった．この地域では，
M 3程度までの小地震は間隙流体圧場や応力場の不均質を反映して発生するが，M 3以上の地震や数
多くの微小地震群によって形成される数 km以上のスケールでの破壊構造は，テクトニック応力場に
支配されて生じるようである．
３．秋田県森吉山周辺の誘発地震活動
秋田県北部の森吉山周辺では，東北沖地震後に顕著なマイグレーションを伴う誘発地震活動が活発化
した．この誘発地震震源域において臨時観測を実施し，そのデータを含めて震源の再決定を行い，震
源のマイグレーションについて検討した．マイグレーションは複雑な様相を示すが，それが異なる圧
力源からの複数のシーケンスから成っているためと仮定して，圧力増加の時刻，圧力源の位置，及び
拡散係数を推定した．その結果，圧力源は震源域付近でわずかに深く，拡散係数は時間的に増大する



傾向を示した．また，平成 25年度には，地震波形に含まれる反射／散乱波のバックプロジェクション
により，反射／散乱源の位置を推定した．その位置は震源域の南東約 5 kmで，深さは約 13 kmであ
る．この深さは深部低周波地震の深さの上限に近い．
４．東北地方で発生した内陸域の誘発地震震源域の地震波速度構造と地震活動（1207, 1219参照）
　東北地方で発生した内陸域の誘発地震群について，１）震源域周辺の地殻内の地震波速度構造と２）
震源の詳細な時空間分布とについて検討を行った．これらの領域において緊急合同観測で設置した観
測点を使用し，震源位置や速度構造の決定精度の向上を行った．その結果，１）火山下や震源域の深
部に地震波速度の低速度域が見られた．この低速度域は流体の分布域であると考えられる．２）これ
らの領域では震源域が時間とともに広がる様子が見られた．この時間発展は流体の拡散で説明できる．
したがって応力変化以外の別の原因としては流体圧の変化を挙げることができる．
５．茨城県北部・福島県南東部の正断層運動型の地震活動と比抵抗構造
　東北地方太平洋沖地震により誘発された茨城県北部・福島県南東部の正断層型地震活動の解明のた
め，約 60点から構成される臨時観測点を高密度に展開・維持し，これらのデータ及び周辺の定常観測
網データを用いて，高精度な震源分布と詳細な地震波速度構造を推定した．震源分布は茨城県北部に
おいて南西傾斜の明瞭な面状分布を示すが，福島県南東部のいわき地方では小規模な面状分布が東西
に複雑に広がっている．平成 25年度に行った詳細な震源決定では，いずれの地域でも深さ方向に共役
な断層系が複雑に分布している様子が明らかになった．一方，2011年 4月 11日に発生した福島県浜
通りの地震（M7.0）の震源北側の浅部には，顕著な高速度体がイメージングされた．この高速度体は
福島県浜通りの地震（M7.0）発生時の大滑り域に概ね一致する．更に，この高速度体内の余震活動は
周囲に比べて低調である．また，M7地震震源域の深部には流体の存在を示唆する低速度体がイメー
ジングされた．一部の地震クラスターでは，流体の関与を支持する震源の移動現象が見られた．この
ような地殻内の不均質な構造が，誘発地震活動の時空間発展を規定していたと考えられる．また，多
くの誘発地震は 10 km以浅で起きているが，深さ 15-20kmにも局在化していることが明瞭になった．
この地震のメカニズム解を調べたところ，正断層型だけでなく，横ずれ型・逆断層型も発生しており
メカニズム解に多様性が見られた．
　　一方，茨城県北部・福島県南東部の地域において，地震発生に関する流体の寄与を調べるために，

25か所で地球電磁気学的調査を行った．図５－２に示すように，全体の傾向として地震は低比抵抗域
に囲まれた比抵抗の高い領域で起こっていることが明らかとなった．また，2011年 4月 11日に発生
した福島県浜通りの地震（M7.0）の震源域周辺では，上述の地震波速度構造に似た構造のパターンを
示し，震源域が高比抵抗であるのに対し，その直下の低速度域には低比抵抗域が分布し，地震波速度
構造と共に，流体の存在を示唆した．また，観測域のやや南側になるが，茨城県北部の最初の地震活
動があった地域は低比抵抗域となっていて，流体がこの地域の最初の活動を誘発した可能性が指摘で
きる．
　これらの領域における S波偏向異方性の解析結果から，東北地震発生前から南北方向の偏向が存在
しており，東北日本で一般的に観測されていた東西圧縮とは異なる応力場にあることが明らかになっ
た．１．の粘弾性モデリングでも示されたように，もともと東西伸長の場であったという特殊性が，東
北地震による東西伸長の影響を強く受けて活発な誘発地震活動を引き起こしたものと考えられる．
６．長野県北部及び岐阜県北部の誘発地震活動
　2012年 7月 10日に長野県北部を震源とするM5.2の地震が発生した．この地域は，新潟から神戸に
かけてのひずみ集中帯に位置し，過去には 1847年の善光寺地震等のＭ７級被害地震の震源域が並び，
十日町断層帯等の活断層や活褶曲構造が存在している．これらの走向は，主に北東―南西方向で南東
もしくは北西傾斜の逆断層であり，最近の被害地震は，そのような逆断層型の地震が主であった．そ
れに対し，今回の地震の発震機構解は，Ｐ軸は同様の北西―南東方向であるが，Ｔ軸が北東―南西方
向である横ずれ型である．そこで，震源域直上に 3点の臨時観測点を設置し，震源決定を行なった結
果，余震は，ほぼ東西方向の走向を持った鉛直な面状に分布し，深さは約 5～10kmの範囲になった．
この走向が発震機構解の節面の一つとほぼ一致することから，これが今回の地震の地震断層面である



と思われる．この震源域のすぐ北東側や東側では，東北地方太平洋沖地震の直後にM6.7，１か月後に
M5.6の地震が発生し，それぞれ逆断層型と横ずれ型である．このように狭い範囲での発震機構解の違
いは，東北地震によるこの地域の応力状態が時間変化したためと考えることもできるが，以前から新
潟県と長野県の県境付近では同様の発震機構解の違いが見られていたことから，地域差が原因である
可能性も考えられる．
　一方，岐阜県北部の飛騨山脈付近で発生した 2つの地震クラスターに注目し，東北地方太平洋沖地
震がもたらした静的・動的な応力変化に対する地震活動の変化を明らかにした（図 6a-b）．気象庁一
元化震源カタログを用いた波形相関処理によるパターン検索（Matched Filter Technique）を適用する
ことで，本震前後の地震活動をより正確に捉えることに成功した．2つの地震クラスターの内，西側
の地震活動度は本震発生後に若干の増加を示した（図 6c）．気象庁カタログによると，東北地方太平
洋沖地震の発生後約１日間に地震活動の静穏化が見られたが，これは検出限界による見かけのものと
考えられる．西側のクラスターにもたらされた静的応力変化から地震活動度の変化を予測すると若干
の増加を示し，観測結果と定性的に良い一致を示す．一方，東側のクラスターでは，東北地方太平洋
沖地震による表面波の伝播中に最初の地震が発生し，その後，西側クラスターに比べて非常に活発な
活動が見られた（図 6d-e）．この活発な地震活動の要因として，静的応力変化だけでは不十分で，表
面波が作り出す動的応力変化による断層強度の減少や，2次余震による影響が考えられる．
７．まとめ
　2011年東北地方太平洋沖地震発生後，東北地方内陸域では秋田県北部の森吉山周辺，福島県・山形
県境付近，茨城県北部・福島県南東部等の数か所で活発な誘発地震活動が発生し，現在に至るまで活
動的な地域も存在する．また，長野県北部のように１年以上経過したのちに活発化した地震活動も見
られる．これらの地震についてクーロンの破壊規準に基づく地震のメカニズム解の分析を行った結果，
誘発地震の発生には，間隙流体圧場の時間変化による断層強度の低下が重要な役割を果たしているこ
とが明らかになった．御嶽山周辺では静水圧を上回る高圧間隙流体の存在が明らかにされ，小規模の
地震ほどこれらの不均質な応力場の影響を受けやすい．顕著な誘発地震活動の領域では明瞭な震源移
動が観測されており，流体の拡散が地震発生に影響を与えている可能性がある．森吉山周辺では，こ
の震源移動源と地震波解析から推定される散乱源の関係が議論された．これらの誘発地震活動域の深
部には地震波速度の低速度域が見られる場合が多く，この低速度域は流体の分布域であると考えられ
る．たとえば，茨城県北部・福島県南東部では，東北地方太平洋沖地震の本震発生の 1か月後に M7

の福島県浜通りの地震が発生しており，その大滑り域は高速度体・高比抵抗体に対応し，その深部に
は流体の存在を示唆する低速度域が広がっているとともに，大滑り域の周囲は低速度・低比抵抗で特
徴づけられ，M7地震の発生前から誘発地震活動が開始していることから，このような構造の違いが
地震発生に大きな影響を及ぼしたことが考えられる．また，阿武隈山地を含む前弧域では，東北地方
太平洋沖地震発生以前からσ 1軸がプレート収束方向を向いていない傾向にあり，その原因としては
重力によりつくられる応力が，この地域で支配的である可能性があげられる．また S波偏向異方性の
解析結果では，この領域を含む東北地方太平洋沿岸がプレート収束方向とは直交する偏向方向となっ
ており，粘弾性を考慮したモデリングでも地殻浅部で東西伸長が説明できることから，これらの効果
が，非常に活発な正断層型地震活動を誘発した原因として考えられる．

（８）平成 25年度の成果に関連の深いもので、平成 25年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
１．
吉田圭佑・長谷川昭・岡田知己，臨時観測データを用いて推定した東北日本の応力場 -プレート収束
と地形効果-，地球惑星科学連合 2013年大会, 2013．

吉田圭佑・長谷川昭・岡田知己，中島淳一，臨時観測データを用いて推定した 2011年東北沖地震前後
での東日本地殻内の S波偏向異方性構造，日本地震学会 2013年秋季大会，2013.

Takashi Iidaka, Jun Muto, Kazushige Obara, Toshihiro Igarashi and Bunichiro Shibazaki, Trench-parallel
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図１―１．S波偏向異方性と上盤側プレート内応力場．
（左）推定された S波偏向異方性の平均の方向の分布．S波偏向異方性を推定した観測点の位置に，速い S波の
振動方向の平均方向を示した．平均の方向を北から東に測った方位角をカラースケールで表す．
（右）東北沖地震発生前の上盤側プレート内応力場．赤は最大主応力軸を，青は最小主応力軸を示す．



図１－２．S波偏向異方性の分布と応力場モデリング結果．
（ａ，ｂ）それぞれの観測点直下の地震に対して得られた S波偏向異方性の分布．解析領域の西側及び東側で得
られた結果を（ａ），（ｂ）に示す．軸の方向が速い振動方向の方位，軸の長さが速い振動方向と遅い振動方向の時
間差を表す．紫の点線は Kaneshima(1990)による最大圧縮場の方向である．
（ｃ）2次元有限要素モデリング開始時から 9750年目（プレート境界巨大地震の 10サイクル目）の応力場．青が
ニュートラルから東西圧縮，赤が東西伸長の応力場を示す．



図２－１．御嶽山周辺域の間隙流体圧場とその推定誤差（深さ 5km）
(a)間隙流体圧分布．値は静水圧からの超過分を示す．白い○は本研究で求めた震源分布（深さ 3.75-6.25 km）を
示す．白い矩形と☆は 1984年長野県西部地震の震源断層および震源を示す．グレーの破線は図２－２で間隙流体
圧分布を示した断面の位置を示す．(b)間隙流体圧の推定誤差分布．

図２－２. 鉛直断面の間隙流体圧分布．
(a)現在最も地震活動が活発な地域の断面（図２－１の A-A’断面）．白い○は本研究で求めた震源分布（断面から
2km以内の地震）(b) (a)の間隙流体圧の推定誤差．(c)長野県西部地震の震源断層に沿う断面（図２－ 1の B-B ’
断面）．白い○は (a)と同様．白い☆は 1984年長野県西部地震の震源．(d) (ｃ)の間隙流体圧の推定誤差．



図３．秋田県森吉山付近の誘発地震活動と散乱源分布．
誘発地震の震源を黒丸，震源のマイグレーションから推定した圧力源の位置を色の付いた丸，及びバックプロジェ
クション法で求めた輝度（背景の色．反射／散乱波の波動エネルギーに相当）の分布をカラーパレットで示す．丸
の色は拡散係数を表す．星印は深部低周波地震の震源．白い三角形は観測点の位置を示す．



図４．福島・山形県境周辺（磐梯山・吾妻山近傍）で発生した誘発群発地震の震源分布．
(a) (b)の A-A’に沿う鉛直断面図．色は東北沖地震からの経過時間を示す．代表的なメカニズム解の例をあわせて
示す．(b)震央分布図．□は観測点を示す． (c)群発地震の震源域を通る P波速度偏差を，東西鉛直断面図で示す．
白点は東北沖地震以前，黒点は東北沖地震後の震源を示す．▲は火山を，■は活断層を示す．



図５－１．P波速度パーターベーションの深さ 3 km(a), 6 km (b), 9 km (c)における分布．
それぞれの深さの 1.5 km以内の再決定震源を黒点で示す．HVは高速度体を表す．(d)は深さ 3 kmと 6 kmの間の
Vp平均速度．小さい点は東北地方太平洋沖地震 (2011年 3月 11日)以降M7.0福島県浜通りの地震 (2011年 4月
11日)までの気象庁一元化カタログに掲載されている地震の震央分布を表わす．赤線は主要活断層を示す．



図５－２．茨城県北部・福島県南東部地域における比抵抗分布．
深さ 4-5 km（上左），13-14km（上右）における結果を示す．図中の赤点の位置で調査を実施した．また， Y =

0-1.5 kmでの断面図を示す（下中）．Y軸は N25 °Wの方向にとり，北緯 36.903度，東経 140.593度の地点を原
点としている．暖色系は比抵抗値が小さく，寒色系は比抵抗値が大きいことを表わす．また，M7.0福島県浜通り
の地震 (2011年 4月 11日)の位置を赤丸で示す．



図６．飛騨山脈付近の東北地方太平洋沖地震発生前後の地震活動と波形例．
(a-b)震源分布と発震機構解の代表例．挿入図は震源分布の深度断面を表す．(c-d)西側と東側の地震クラスターの
地震の積算個数の時間変化 (M≧ 0.5)．(e)地震観測点 N.KTRHで観測された地震波形（青線は 0.01-0.05 Hz，黒
線は 4-8 Hzの帯域）．東北地方太平洋沖地震の表面波伝播中に，東側クラスターの最初の地震が発生したことが
わかる．


